
■児童虐待や発達障害などの新たな福祉課題の出現
・児童虐待認定件数 H16：91件 → H21：155件
・発達障害の可能性 小中学校児童・生徒の約5.1% 

（H21県教育委員会調査）

■児童養護施設の約半分が老朽施設で、生活環境が悪
く、耐震性にも不安

■人口減少、少子化の進行
・出生૨（人口対） 7.1 ‰ 全国45位（Ｈ21）
・合ੑ્出生૨ 1.29 全国37位（Ｈ21）

■児童虐待への対応
・児童相談ਚのઈৡの強化؞௧ਙのન৳
・市町村の児童相談体制の強化

■児童福祉施設の充実
・耐震化に合わせ、生活環境の改善と処遇の向上を図るため児童
福祉施設の改築を推進

■ಟ子家庭ಉのঽয়支援
・児童扶養手当の支給などによる父子家庭への支援の拡充

■児童相談所が専門機関として
虐待など々な相談にిજ・迅
速に対応します

■੨が児童相談にిજに対
応します

私の家の話しを
よく聞いてくれ
ます。

いつでも相談で

■官民協働による少子化対策の推進
■こどもの安全と最善の利益を最優
先にした取り組みの推進

・合ੑ્出生૨ 1.29 全国37位（Ｈ21）
・核家族の割合 56.8% 全国29位（Ｈ17）
・共働き世帯の割合 48.6% 全国20位（Ｈ17）
・ฬ૨のৈऔ 2.09‰ 全国7位（Ｈ21）
・ฬ化、ྻฬ化の進ষ

ੂฬফೡ 男30.2歳、28.5歳（Ｈ21）
生ၺฬ૨ 男18.7%全国4位（Ｈ17）

 9.0%全国5位（Ｈ17）
・Ｈ22国勢調査人口速報（暫定値）

過去5ফのঽே 18,001人（前回10,872人）

・児童扶養手当の支給などによる父子家庭への支援の拡充

■ஒ少ফ対策の推進
・子どु育ਛ支援推進১に੦づくَ県ੑُによるஒ少ফ対
策の推進

■少子化対策の推進
・子化ৌੁড়ઈのਤ
・働きながら子育てしやすい環境づくり
・独身者の出会いのきっかけの応援

■児童養૧施設の耐震化૨を
100％とします

■ニーズに応じた子育て支援
サービスの充実など子育てしや
すい環境づくりを進めます

■ফをৢじহ所やୠの
方々と連携し出会いの機会を提
供します

僕のサインを
見 逃 さ な い
で！

私たちにとって一
番いいことは、何
か一緒に考えてね。

いつでも相談で
きて安心です。

地震が起きて
も倒れないよ
ね。

安心して育て
られるわ。

みんなが支えてく
れるから安心して
育てられるね。
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মの೨শํतऎり 児童家庭課児童虐待ृர相談षのဌச・ిજऩ対応
児童相談所の強化
現状・課題

★課題解決に向けた取り組み
虐待ଈಝহਫ਼委員会の提言を着実に実践

★児童虐待対応件数

【組織・運営の強化】
・児童虐待対応の判断と実施手順を作成し、それに沿った取組みの徹底と

৸ての୧ॣースにणいて、ਈাにڭ回の৸નੳとગ௬の実施
・専任の児童虐待対応チームを設置（H21.4）Ｈ21:7名→拡充Ｈ22:11名
・ਐેのଵლを๓児相にघととुに৬を強化（児童ੱ৶ఘڭ名ੜ）
・スーパーバイズ機能等の向上のため、外部専門家を招へい
・ఉ૧にेる১的対応の৻ষと१এート

子どもが減少するなかで、子どもが減少するなかで、子どもが減少するなかで、子どもが減少するなかで、
児童虐待対応件数は高児童虐待対応件数は高児童虐待対応件数は高児童虐待対応件数は高
止まり傾向にある。止まり傾向にある。止まり傾向にある。止まり傾向にある。

【予算額】 H22当初 7,876千円 → H23当初案 29,138千円

今後の取り組み
平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度～

外部専門家の
招へい

弁護士による
体制強化

取り組み

組織体制
の強化

組織運営
の強化

中央児相

幡多児相

３０名→３４名 ４３名に拡充 虐待対応ﾁｰﾑ拡充

(虐待対応ﾁｰﾑ設置) （７名→１１名）

６名→７名 ７名→８名

機能強化アドバイザー

（１０回） （２０回） （２０回） （２０回予定）

機能強化研修

（７回）

サポート体制

（１名） （２名）

法的対応代行

（１件） （２件）

ケースの進行管理ケースの進行管理ケースの進行管理ケースの進行管理

事務の簡素化事務の簡素化事務の簡素化事務の簡素化

中・長期的視点に立った人材育成

児童心理司へのｽｰﾊﾟｰﾊﾞｲ

ｻﾞｰ （４回）

四万十町の管轄四万十町の管轄四万十町の管轄四万十町の管轄

中央中央中央中央→→→→幡多幡多幡多幡多

・スーパーバイズ機能等の向上のため、外部専門家を招へい
・ఉ૧にेる১的対応の৻ষと१এート

【職員の専門性の確保】
・職種શ・৽ୡফਯશ職員研修৬௺に੦तく研修の充実
・県外先進地への派遣研修の実施
・রশ的なয౫のન৳

平成23ফ২の取り組み

各種研修会への参加機会の拡充
・Ｈ22：12名→Ｈ23：17名
・রම児童ૣකఘ・児童ੱ৶ఘ়研修、児童ૣකఘ੦ຊ研修、児

童ૣකఘスーパーバイザー研修、児童ੱ৶ఘスーパーバイザー研修なन、
৽ୡফਯ等に応गた研修参加機会の拡充

CSP（コモンセンスペアレンティング）トレーナー研修（※）の実施
※ചৡでなく୴にेるऽしいしणऐの্১をઇંし、対ਵをめ、ଐ

好な親子関係を築いていくことを目的とした研修を受講してトレーナー
となることで施設職員に対してCSPトレーニングを実施していく。

○児童相談所職員の県外（児相）への派遣研修（３名予定）

児童相談所の運営ৡの強化・専門性の確保ٹ
外部専門家の招へい

機能強化アドバイザー(ফ20回)に加इ、ੱ৶職員に対घるスーパーバイザー
の招へい(ফڰ回)

○১的対応ৡの強化(ఉ૧にेる১的対応の৻ষと१এート)
児童相談システム

児童相談ਜ৸ಹのシステム化にेॉॣースのిજな進ষଵ৶とੲਾુથऋ
૭能となるऺऊ、হਜのৡ化にेるॣースডーॡৎのન৳ृॣースと৳
૧૿সの৬的ଵ৶等をষअ。

新新新新

拡拡拡拡
拡拡拡拡

新新新新

 

職員の専
門性の確
保

児童相談
システム

県外先進地への
派遣研修

児童相談所研修
体系に基づく各種
研修会参加

（１件） （２件）

システム導入 システム稼働

２名 ３名 ３名予定 ３名予定

児童相談所研修体系に基づく各種研修会への参加

幡多地域以外幡多地域以外幡多地域以外幡多地域以外
ＣＳＰトレーナー研修など、必要に応じた研修への参加等もＣＳＰトレーナー研修など、必要に応じた研修への参加等もＣＳＰトレーナー研修など、必要に応じた研修への参加等もＣＳＰトレーナー研修など、必要に応じた研修への参加等も
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ম一の健೨শํ勿तऎり 児童家庭課児童虐待ृ厰ர相談へのဌச・ి卲な対厸
市町村の体制強化等

★平成17ফ4月から一義的な児童家庭相談は市町村に
(卫ড়にମ卐な市町村が勢体的に対厸）

・専門職員の配置が少ない
・保健と福祉の連携が勘十分
（妊婦・1.6歳児・3歳児健診等と福祉との連携）
要保護児童対策地域協議会への登録児童1,357名のうち、
乳児は22名（1.6%）、特定妊婦4名（0.3%）

・ড়ে卑員・児童卑員なन地域との連携強化
・要保護児童対策地域協議会の運営の核となる調整機関の中心的
叓厎॑叕う職員（匆ৣ॥شॹॕॿشॱشという）の৽ୡ勘ଌ

・「実務者会議」が十分機能していない市町村がある

課題課題課題課題

【予算額】 H22当初 31,260千円 → H23当初案 51,138千円

今後の取り組み
平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成24年度
～

テレビ等による
啓発

高知オレンジ
リボンキャン

市町村への支援等

児童家庭
相談体制
の強化

要保護児
童対策地
域協議会

市町村児童家庭相談
対応マニュアル

虐待評価シート
（アセスメントシート）

職員研修

設置・運営

連絡会議

地域支援者会議

啓発活動

虐待評価シートの研修（県虐待評価シートの研修（県虐待評価シートの研修（県虐待評価シートの研修（県

と同じシートを使用するようと同じシートを使用するようと同じシートを使用するようと同じシートを使用するよう

意思統一）意思統一）意思統一）意思統一）

作成・配付・

説明会
マニュアルの活用

H22年2月

研修
虐待評価シートを活用した見立て・対応

初任者前期・後期研修の実施

ケースの見立て・効果的な運営への支援

立ち上げ支援 運営支援

人口の多い地域での、立ち上げ支援

33市町村後援 全市町村後援 カラー電車広告 など

設置への支援

拡充拡充拡充拡充

テレビ・ラジオによる啓発

（虐待防止の意識啓発と、虐待が疑われる場合に通告することについての意識醸成）

教育現場等との連携強化（定期的な情報提供の実施）

中堅職員研修の実施

コーディネーター育成研修

平成23ফ২の取り組み

児童家庭相談体制の充実強化
・児童家庭支援センターの設置(３→４箇所(高知市2(1→2)、四万十市1、佐川町1))
・児童家庭支援センターのੱ৶১૿ਊ職員の常勤化(非常勤３→常勤３、非常勤１)

■要保護児童対策地域協議会の活動強化
要保護児童対策地域協議会連൪会議（ෘู）のয়上ऑを支援し、市町੨での
ケース等の情報共有や、調整機関の職員等への研修（コーディネーターの育成研修）
の実施により職員の資質の向上を図る

○実ਜ者会議にਸし、ટなઈを図るञीの支援をষい、ケースの進ষଵ৶の
徹底を図る

○যઠの多い地域で、学校やড়ে員・児童員などऋ連携して、虐待等のଫ期ৄ
やৄஹりのણをষう地域支援者会議の設置ਯをఁ充し、着実にケースの進ষଵ৶
等を実施（地域支援者会議は中学校区等で実施）

高知市 Ｈ22：２地区 → Ｈ23：４地区実施予定

■市町村の児童家庭相談体制の強化
○児童福祉司任用資格取得講習会や職員研修(初任者で前期・後期)の実施

中ම職員研修（児童家庭相談૿ਊ౧の実ਜ৽ୡ２ফਰ上の職員）を実施
○専門職員の配置への働きかけ
○虐待௬३ートをણ用しञケースৄয়て・対応ৡの強化への支援

■児童虐待予防等の取り組み
○妊娠期や乳児健診時のリスクについて保健と福祉で情報共有し、連携し
て虐待防止に取り組むよう働きかけ
ড়協働によるड़ঞンジリンઈの実施
・ढ़ラーਗ਼ઁઔによる虐待防止ઁઔ・高知ଗラॖトアップ・

スタッフジャンパー作成ほか
○児童虐待モデルহ（ँऽइ১）

・保健師や保育士を対象に、悩みやリスクを持つ妊婦や保護者の対応研
修をモデル実施（幡多地区）

○市町੨と児童相談所ऋ施設を௰ਖし、施設職員と共に児童のঽয়支援等
の協議（サポートケア）
・要保護児童対策地域協議会で施設入所児童についての情報共有

拡拡拡拡

市町村児童家庭市町村児童家庭市町村児童家庭市町村児童家庭
相談対応マニュ相談対応マニュ相談対応マニュ相談対応マニュ
アルを使用してアルを使用してアルを使用してアルを使用して
の研修の研修の研修の研修

新新新新

新新新新拡拡拡拡

ペーン

児童虐待
予防等へ
の取り組
み

児童虐待予防
モデル事業

サポートケア

児童家庭支援
センター

幡多地域で実施

幡多地域以外

で実施

年３回／入所児童

市町村・児相・施設職員市町村・児相・施設職員市町村・児相・施設職員市町村・児相・施設職員

が児童の自立支援等のが児童の自立支援等のが児童の自立支援等のが児童の自立支援等の

協議を行う協議を行う協議を行う協議を行う

１箇所→３箇所 ３箇所→４箇所
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ম一の健೨শํ勿तऎり 児童家庭課児童福祉施設の充実
~こうちこどもプランの着実な推進~

平成23ফ২の取り組み

課 題現 状

児童養護施設の約半分が老朽化している状況のなかで、耐震化だけではなく、居室
の個室化など児童の生活環境の改善やケア形態を小規模化して家庭的な雰囲気の中で
支援を実施していくための環境整備を進めていくことが必要

施設種別 施設名 経営法人
定
員

改築等の状況

乳児院 高知聖園ﾍﾞﾋﾞｰﾎｰﾑ （福）みその児童福祉会 30 未定（耐震改修済）

施設入所者の防災対策の観点での耐震化整備

目的・補助率目的・補助率目的・補助率目的・補助率

【予算額】 H22当初 172,575千円 → H23当初案 993,748千円

博愛園 (福)高知慈善協会 50 Ｈ15改築済み

愛仁園 〃 70 Ｈ20改築済み

若草園 （福）栄光会 50 Ｈ20改築済み

児童養護
施設

高知聖園天使園 （福）みその児童福祉会 75 未定（耐震改修済）

愛童園
（福）高知県福祉事業
財団

30 Ｈ22改築中 築35年

子供の家 〃 70 Ｈ22～23予定 築42年

白蓮寮 （福）同朋会 50 Ｈ22～23予定 築45年

南海少年寮 （福）南少 30 Ｈ23予定 築25年

児童自立
支援施設

希望が丘学園
（本館・給食棟）

高知県 40 Ｈ22～23予定 築46年

情緒障害
児短期治
療施設

珠光寮 （福）同朋会 30 H18新築

■公立施設（工事請負費）※希望が丘学園のみ
※補助単価 約１.４倍（既存の補助事業との比較）

○ Ｈ23年度末には、入所施設入所施設入所施設入所施設のののの耐震化耐震化耐震化耐震化がががが完了完了完了完了

○ 居室の個室化など、生活環境の改善
○ 家庭的な雰囲気の中で、きめ細やかな支援が実現
できるようケア形態の小規模化など、処遇の改善

事業効果事業効果事業効果事業効果

きみ達なん
か、もう怖く
ないもんね

89



少子化の進ষपຓૃीऋऊऊैऩःٷ
出生数：5,415人 ়ੑ特出生૨：1.29 (2009） ⇒過去最低

◆子नुのਯの৶୳ध現ৰのॠকॵউ（H18ড়਼৹ਪ）
৶୳ 2.55人 現実の子どもの数 2.16人

◆ড়ઈのઁऋりऋൠः←ড়ृ੫業؞੮৬のਸऋ少ऩः
高ੴ少子化ৌੁ推進ড়ভ৮のਸೇ団体をめ、ড়企業・団体षの広がॉがൠい
⇒子育て応援の店などの取組が進まない

মの೨শํतऎり 少子対策課少子化対策ড়ઈの推進
【予算額】H22当初 26,911千円 →  H23当初案 24,965千円

課 題

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26～

今後の取り組み

現 状
◆少子化の問題について関心を持つ

人を増やす

◆身近な地域でできることから、
子育てを応援する気運を高める

◆ড়企業・団体の少子化ৌੁの
取組を進める

そのためそのためそのためそのため

【【少子化対策ড়ઈ推進事業費少子化対策ড়ઈ推進事業費】】 21,931千円 → 16,155千円
●子育て応援キャンペーンの実施 (子৴ोર、੬ਙの育ుਸ等のএスॱー・体広ઔ等)

平成23ফ২の取り組み

新新新新

高知県少子化対策推進県民会議と高知県少子化対策推進県民会議と高知県少子化対策推進県民会議と高知県少子化対策推進県民会議と
連携した官民協働の取組を推進連携した官民協働の取組を推進連携した官民協働の取組を推進連携した官民協働の取組を推進

◆広報・啓発の推進

◆子育て家庭応援の店など
地域での取組の推進

◆企業・団体の取組の後押し
（ワークライフバランス推進など）

子育て応援
ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ

広報・啓発の
推進

身近な地域で
の子育て応援
の取組の推進

企業・団体の取
組の後押し
（ワークライフバラ
ンス推進など）

県内企業
アンケー
ト実施

●子育て応援キャンペーンの実施 (子৴ोર、੬ਙの育ుਸ等のএスॱー・体広ઔ等)
●子育て応援番組の制作放送（月2回 子育てに関する情報、子育ての楽しさ等を伝える）
●子育て応援フォーラムの開催（ড়ভ৮のଡਛ団体等、ড়企業・団体の）
●子育て家庭応援の店の推進（H23ফ২ଜ৯ఏহ業ਚ数600）
【【少子化対策推進費少子化対策推進費】】 内 0千円 →  5,000千円
●ワーク・ライフ・バランス等推進হ業ાଓஃস（50万円×10団体）
【【地域子育て支援推進事業費地域子育て支援推進事業費】】 4,980千円 →  3,810千円
●子育て応援情報の発ষ、ଦഘ （ಀফ2回、特集3回→ಀফ4回）

新新新新

新新新新

５５５５

新新新新

拡拡拡拡

子育て応
援CM制
作放送

子育て応援の店
少子化対策推進県民会議
と連携した協賛事業所拡
大の取り組み

県民会議の加盟組織を始め、幅広い
民間団体等へ取り組みの広がり

県内企業
の好事例
を紹介

ワーク・ライフ・バラン
ス推進等に取り組む
企業の増加

ড়ੈ௮でワークライフバランス推進キャンペーン等を実施

民間企業等と連携した取組
子育て応
援番組

民間企業と連携した子育ての楽しさ等を伝えるフォーラム等の取組

内容の充実・定着へ子育て応
援情報紙
定期4回

地域で子育て
を応援します

応援の店があるか
ら子ども連れでも
外出しやすいね

子育ては大変
でも楽しい！

子どもは社会の宝
みんなで応援しよう

見守り活動で安
全な地域づくり

仕事と家庭生活が両
立できる職場環境だ
から毎日が充実

地域での取組地域での取組地域での取組地域での取組広報・啓発広報・啓発広報・啓発広報・啓発

子育て応援の店子育て応援の店子育て応援の店子育て応援の店

県民みんなで子育てを応援する社会県民みんなで子育てを応援する社会県民みんなで子育てを応援する社会県民みんなで子育てを応援する社会

育児情報は
助かるわ

ワーク・ライフ・ワーク・ライフ・ワーク・ライフ・ワーク・ライフ・
バランスの推進バランスの推進バランスの推進バランスの推進

一層の広がりへ
H22 410

↓

H23 600

県民会
議設立
H20.2

応援宣言に基
づく取組推進

企業等の
取組を後
押し

定期2回
特集3回

定期4回
県民会議
等と連携し
内容検討

再放送

補助による
直接支援

金融機関の寄付を活用した支援へ

ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ
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মの೨শํづくり 地域福祉政策課・少子対策課・雇用労働政策課
幼保支援課・生涯学習課働きながら子育てしやすい環境づくり

【予算額】H22当初 424,699千円 →  H23当初案 484,479千円

◆女性の労働力率が高く、共働き世帯が多い中で、働きながら子育てしやすい◆女性の労働力率が高く、共働き世帯が多い中で、働きながら子育てしやすい◆女性の労働力率が高く、共働き世帯が多い中で、働きながら子育てしやすい◆女性の労働力率が高く、共働き世帯が多い中で、働きながら子育てしやすい
環境づくりが求められている。環境づくりが求められている。環境づくりが求められている。環境づくりが求められている。

課 題課 題

～H21 H22 H23 H24 H25 H26～

今後の取り組み

現 状

《保育サービスや子育て支援の充実》
●ஆଓஃসにेॊきीやऊな保育サービスಉषの支援 56,434千円→65,914千円

平成23ফ২の取り組み

○県単独補助を活用したきめ細や
かな保育サービス等への支援
○放課後子どもプランの推進（放
課後のこどもの居場所づくりや
学び場の充実）
○次世代育成支援企業認証制度
等ワーク・ライフ・バランスの推進

■保育サービスや子育て支援の充実■保育サービスや子育て支援の充実■保育サービスや子育て支援の充実■保育サービスや子育て支援の充実
■放課後の子どもの居場所づくり■放課後の子どもの居場所づくり■放課後の子どもの居場所づくり■放課後の子どもの居場所づくり
■仕事と家庭の両立の推進■仕事と家庭の両立の推進■仕事と家庭の両立の推進■仕事と家庭の両立の推進

働きながら子育てしやす
い環境づくりの推進！！

国において、「子ども・子育て新シス国において、「子ども・子育て新シス国において、「子ども・子育て新シス国において、「子ども・子育て新シス
テム」（テム」（テム」（テム」（H25年度～）を検討中年度～）を検討中年度～）を検討中年度～）を検討中

これまでも、これまでも、これまでも、これまでも、

○女性の年齢別労働力率の状況（○女性の年齢別労働力率の状況（○女性の年齢別労働力率の状況（○女性の年齢別労働力率の状況（H17国勢調査）国勢調査）国勢調査）国勢調査）

・２５～２９歳 ７８．４％（全国平均７４．９％） ・３０～３４歳 ７４．５％（同６３．４％）
・３５～３９歳 ７５．０％（同６３．７％）
○共働き世帯の状況（○共働き世帯の状況（○共働き世帯の状況（○共働き世帯の状況（H17国勢調査）国勢調査）国勢調査）国勢調査）
・全世帯に占める共働き世帯の割合：４８．６％（全国平均 ４４．４％ 全国２０位）

・６歳未満の子どもがいる世帯に占める共働き世帯の割合
５３．２％（全国平均３６．５％ 全国９位）

などの取組を実施などの取組を実施などの取組を実施などの取組を実施

国の状況も踏まえ、さらに、国の状況も踏まえ、さらに、国の状況も踏まえ、さらに、国の状況も踏まえ、さらに、

などに取り組むことが必要などに取り組むことが必要などに取り組むことが必要などに取り組むことが必要

県単独の助成によるきめ細やかな保育サービス等への支援

保育サービ
スや子育て
支援の充実

放課後の子
どもの居場
所づくり

仕事と家庭
の両立の推
進

●ஆଓஃসにेॊきीやऊな保育サービスಉषの支援 56,434千円→65,914千円
বಛଓஃにჾਊしない೬保育や୰児・୰後児保育、భশ保育などषのஃਛ
ੳ૭ਗ保育ਝがষअ、ফೡ児保育や೬保育、భশ保育等にৌするஃਛ

●地域資源を活用した地域の子育て支援の充実
あったかふれあいセンターの活用、ファミリーサポートセンターの広域化 など

●保育サービス・子育て支援の充実に向けた検討
『子ども・子育て新システム』の向等をৄྚइ、H24ফ২からのৰに向け、
県独自の保育、子育て支援の仕組みを検討

《放課後の子どもの居場所づくり》
●放課後子どもプランの推進 364,272千円→398,908千円

児童クラブ・子ども教室 154ヵ所⇒175ヵ所（ৰૅ૨90％）
放課後学習室 33ヵ所⇒41ヵ所（ৰૅ૨45％）

《ல事धੇ൦のয়の推進》
●次世代育成支援事業

2名の社労士による普及啓発（400社の企業訪問）
●ワーク・ライフ・バランス推進事業

企業向けセミナー等の開催 3回⇒6回
●ワーク・ライフ・バランス周知・啓発事業

啓発ৱમのਛ及ल広ਾ
●ワーク・ライフ・バランスಉ推進事業ાଓஃস 0千円→5,000千円

జ業৩にৌして働きながら子育てしやすい環境づくりをষअ企業・੮৬षのஃਛ

拡拡拡拡県独自
の仕組
みの構
築

新新新新

拡拡拡拡

拡拡拡拡

新新新新

実施校率
100％

175ヵ所
（90％）

児童クラブ・子ども教室児童クラブ・子ども教室児童クラブ・子ども教室児童クラブ・子ども教室
H20：134 H21：140
H22：154

放課後学習室放課後学習室放課後学習室放課後学習室
H21：23 H22：33

希望するすべての
中学校区に設置

41ヵ所
（45％）

普及啓発
次世代育成支援認証企業次世代育成支援認証企業次世代育成支援認証企業次世代育成支援認証企業
H19スタート H20末：36
H21末：51 H22末（見込）：62

80社

周知・啓発周知・啓発周知・啓発周知・啓発
・セミナー、キャンペーン等

・啓発資料の作成
・セミナー等の開催
（3回⇒6回）

●企業・団体への●企業・団体への●企業・団体への●企業・団体への
助成制度の創設助成制度の創設助成制度の創設助成制度の創設 金融機関の寄付を活用した支援へ

保育サービス・子育て支援の充実に向けた検討
・ニーズ把握、市町村からの聴き取り等
・新システムに対する意見提出 など

国の新システム
スタート

地域資源を活用した地域の子育て支援の充実

3,993千円→14,657千円
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◆婚৲・ྻ婚৲のਤষ ◆要因と背景
・平ੂ婚ফೡ（21ڽ） ・婚の৶（ৈੴ）
男性 30.2歳（全国29位） 第1位 （39.9%）
女性 28.5歳（全国38位） 適当な相手にめぐりあわない

・েၺ婚૨（17ڽ） （H18高知県県民世論調査）

男性 18.7（全国4位） ・出会いのきっかけの変容（全国）
女性 9.04（全国5位） 見合い結婚の減少

44.9%（1965年）⇒6.2%（2005年）

独身者の出会いのきっかけの応援 মの೨শํतऎり 少子対策課

現 状
出会いの場への独身者のニーズ

※県主催の出会いイベントへの応募状況
定員100人×2回（平成21ফ২）
⇒2回の応募総数 998人

課 題
さらなる出会いの場の創出

イベント、引き合わせ等

結婚を望みながらも
出会いの機会の少な
い独身者を応援

H21 H22 H23 H24 H25
H26

～

出会いのきっ 市町村やNPOの出会いイベントに助成 H19～

結婚したいけど、
良い相手は
いないかなあ

定員の約5倍

今後の取り組み
【【 出会いのきっかけ応援出会いのきっかけ応援事業費 】】

●出会いのきっかけ応援হ厔ଓ助স
(市町村やNPOの実施する出会いのイベントに助成 30万円×10団体）

拡拡拡拡

平成23ফ২の取り組み

５５５５

【予算額】H22当初 9,519千円 →  H23当初案 19,289千円

出
会
い
イ
ベ
ン
ト

出会いのきっ
かけとなるイ
ベントの実施

出会い応援団

出会いのきっ
かけ卦及会

引
き
合
わ
せ

お世話焼きさ
ん(婚活サポー
ター)による引
き合わせ

情
報
提
供

出会い応援
サイト

NPO H19

登録企業募集

民間団体に
よる運営

複数企業の出会い

イベントに助成

100人
×２回

100人
×３回

100人
×６回 見直し

イベント実施

交流しやすい工夫

制度見直し

応援団体へ
の支援H23～

広報（市町村等の協力）

(市町村やNPOの実施する出会いのイベントに助成 30万円×10団体）
●出会い応援団イベント実施促進ଓ助স(応援団のイベント実施を支援：10万円×50回)
●出会いのきっかけ卦及会の৫催（100人×3回→100人×6回）＜委託＞
●婚活サポーターの活動の促進（婚活アドバイザーの委嘱、新たなサポーターの養成）
●県主催イベント、県ଓ助সを活৷खたイベント、婚活サポーターをৢगथ医婚खた

ढ़ॵউঝへの卌厍進Ⴋ（10千円×20組）など

拡拡拡拡

新新新新

地域での活動・サポーター同士の交流

新新新新

出会い出会い出会い出会い
応援団応援団応援団応援団

県県県県

市町村市町村市町村市町村

NPO

等等等等

出会いのイベント出会いのイベント出会いのイベント出会いのイベント

出会いの場の創出
出会い応援サイト出会い応援サイト出会い応援サイト出会い応援サイト

婚活サ婚活サ婚活サ婚活サ
ポーターポーターポーターポーター

引き合わせ引き合わせ引き合わせ引き合わせ 県主催ﾊﾟｰﾃｨｰ、県補
助事業、婚活ｻﾎﾟｰﾀｰ
を通じて結婚したカッ
プルに記念品を進呈

情報提供

H22.10スタート

出会いのきっかけとなるさまざま
な情報を一元的に提供

アドバイザー委嘱

サポーターの養成
H22養成講座
参加252人
登録50人（H22.11)

拡拡拡拡
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